
施策 17 コミュニティの活性化

１　施策が目指す江東区の姿

２　施策を実現するための取り組み

３－１　施策に影響を及ぼす環境変化（法改正・規制緩和・社会状況等）

３－２　施策に関する区民要望・ニーズの変化

３－３　国・都などの方針・基準等に基づき実施するため区の権限が限定的な事業

④世代、国籍を超えた交流の促進
区民まつりや花火大会などの地域に根ざしたイベントや、外国人居住者が地域
に溶け込むきっかけづくりとなるイベントを実施します。また、区外団体との
交流を推進します。

主管部長（課）　地域振興部長（地域振興課）
関係部長（課）　政策経営部長（広報広聴課）、
                      地域振興部長（文化コミュニティ財
　　　　　　　　　　団）、区民部長（区民課）、こども
　　　　　　　　　　未来部長（子育て支援課）、教育
　　　　　　　　　　委員会事務局次長（指導室）

世代や国籍を超えた、誰もが参加しやすいコミュニティ活動の活性化により、まちの安心と活力を
得ることのできる地域社会が実現されています。

・人口の推移（外国人登録含む）
　431,303人(H18.1.1)→472,429人(H23.1.1)
・町会・自治会加入率推移
　66.5%(H18.4)→64.0%（H23.4)
・外国人登録者数の推移
   15,437人（H18.1.1）→21,479人（H23.1.1）
・ＮＰＯ法人数　102団体(H18.3)→156団体(H23.3)
・ボランティア数（登録）
　（団体）72団体（個人）2,335人(H18.1)
　→（団体）87団体（個人）4,836人(H23.1)

・人口の増加により、新住民と従来からの住民との交流
促進や区民のコミュニティ活動への積極的参加が必要に
なる。
・町会自治会加入率の減少により、新住民と従来からの
住民、または新住民同士のコミュニティが薄れ、地域活
動、災害時の地域における救援活動が難しくなる。
・区内のＮＰＯ法人数が増加する。
・地域に住む外国人の増大が見込まれるとともに、生活
情報の多言語化や言語・習慣の相互理解、災害時の地域
連携が必要になる。

・定住意向が高まる中、防災、防犯、子育て等地域コミュ
ニティに求められる役割が重要になっている。
・人口増加により、新住民が区を知る機会や従来からの住
民との地域交流の場が必要とされている。
・外国人の急増から日本語や生活習慣を学ぶ機会、情報の
多言語化や相談窓口の一層の充実が求められている。
・在留状況の長期化や多様化から、日常生活上での問題や
悩みを相談できる体制の整備が求められている。

・通常のコミュニティ活動に加え、災害時の自助共助活
動を組織化するための支援や活動情報の提供、場の確
保、リーダーの育成等が求められる。
・地域交流の場となるイベントの継続的な開催が求めら
れる。
・地域に住む外国人と地域住民との間の生活習慣・文化
の相互理解を深める機会の創出が必要になる。
・外国人登録者数の増加により、相談内容が多種多様に
なり、他の行政機関や公共機関を紹介するケースが増加
すると予想される。

今後５年間の予測（このままだとどうなるか）

今後５年間の予測（このままだとどうなるか）５年前から現在まで

５年前から現在まで

町会・自治会、ＮＰＯやボランティアなどのコミュニティ活動に関する情報を
発信するとともに、情報の一元化を図り、参加・利用のマッチングができる仕
組みを構築します。

③コミュニティ活動の環境整備
既存の区民館等公的施設のバリアフリー化を徹底するとともに、自由に区民が
集い、活動できる場を整備します。

①コミュニティ活動への参加の促
進

すべての区民が地域における町会・自治会活動や、ＮＰＯやボランティア活動
に参加しやすい環境を整えます。

②コミュニティ活動の情報発信



現状値 目標値 指標
２１年度 ２６年度 担当課

59 ％ 21.4 20.8 26
地域
振興課

60 ％ 19.3 20.6 24
地域
振興課

％ 56.4
(20年度)

53.7 60 区民課

％ 19.2
(20年度)

20
地域
振興課

％ 63.8
(20年度)

65
地域
振興課

62 千人 896
(20年度)

929 920
地域
振興課

５　施策コストの状況

６　一次評価≪主管部長による評価≫

　(1)　施策における現状と課題

　(2)　今後５年間の施策の取り組みの方向性

２４年度予算２３年度予算
673,643千円トータルコスト

２２年度予算
689,879千円

２２年度決算（速報値）

217,495千円

510,425千円 456,042千円事業費 456,148千円

人件費

◆新築マンション等の自治会設立への積極的支援と地域コミュニティ活動を実施しているマンション管理組合への新
たな支援策を検討する。◆新住民と従来からの住民、または新住民同士のコミュニティ形成の一環として、町会への
加入、または自治会の結成をより促進させる必要がある。その一環として、新築マンション等への自治会設立への働
きかけを強化していく。◆区民がコミュニティ活動へ積極的に参加し、自らコミュニティの発展や課題解決に取り組
む仕組み作りと環境整備を図るため、平成22年度から導入した「協働事業提案制度」を引き続き実施する。また、平
成23年度にはコミュニティ活動支援サイトを開設し活動情報の発信支援と情報の一元化を図る。これらを活用して、
団体活動の活性化や区民のコミュニティ活動に対する関心を高めていく。◆今後も、引き続き区民館・地区集会所・
文化センター等の改修工事を計画的に実施し、自由に区民が集い、活動できる場の整備を図っていく。◆区民まつり
をはじめとした地域イベントの継続的な開催により、区内外を知る機会や世代、地域を超えた交流の場を提供する。
◆外国人と地域住民との異なる習慣、文化の相互理解が得られるよう、国際ボランティア団体等と連携した国際理解
教育や人材育成支援、交流イベントの開催を推進する。

◆急激な人口増加は、地域における新旧住民の意識の違いを浮き彫りにしている。今後、円滑なコミュニティを形成
していくうえで新旧住民の融合は必須の課題であり、新住民が区を知る機会や従来からの住民との地域交流の場が必
要とされている。◆新旧住民の地域コミュニティに対する意識の差は町会・自治会加入率の低下という形で現れてい
ると考えられる。その一方で防災意識の高まりから改めて町会・自治会活動が注目されている。今後円滑な地域コ
ミュニティを結成していく上で新旧住民、ならびに新住民同士の繋がりが求められている。◆コミュニティ活動を活
性化するため、誰もが参加しやすい環境の整備、活動情報の発信支援が求められている（「江東区民意識意向調査」
より）。また、区民が主体的にコミュニティの発展や課題解決に取り組むまちづくりを推進するためには、町会・自
治会等地縁団体と、ＮＰＯ・ボランティア等専門的に活動している団体の連携強化が課題である。◆急増する外国人
と地域住民との異なる習慣、文化に起因する誤解やトラブルが増加する可能性があるため、相互理解を深める機会が
必要である。多文化共生を推進するには、専門的人材によるボランティアの育成、活用の支援が必要となる。

179,454千円 165,143千円

621,185千円

２３年度 ２４年度単位 ２５年度 ２６年度４　施策実現に関する指標

区民館・地区集会所・文化センターの
利用率（区民館）

区が提供するコミュニティ活動情報を
使ったことがある区民の割合

区民館・地区集会所・文化センターの
利用率（地区集会所）

地域に根ざしたイベントへの参加者数

61

町会・自治会・ＮＰＯ・ボランティアなど
コミュニティ活動に参加する区民の割合

２２年度

区民館・地区集会所・文化センターの
利用率（文化センター）



施策 20 文化の彩り豊かな地域づくり

１　施策が目指す江東区の姿

２　施策を実現するための取り組み

３－１　施策に影響を及ぼす環境変化（法改正・規制緩和・社会状況等）

３－２　施策に関する区民要望・ニーズの変化

３－３　国・都などの方針・基準等に基づき実施するため区の権限が限定的な事業

主管部長（課）　地域振興部長（文化観光課）
関係部長（課）　地域振興部長（文化コミュニティ財
                      団）

区民が、さまざまな文化に触れ楽しむ機会が確保され、日常生活を心豊かに送ることができる地域
社会が実現されています。

５年前から現在まで

・社会の成熟にともない伝統文化や芸術文化を享受したい
といった欲求が高まっている。
・ゆとりの時間を利用し、地域の伝統文化や芸術文化活動
などに参加したいという要望が高まっている。
・文化的景観や民俗技術が文化財保護法の改正（平成17年4
月施行）により文化財保護の対象に加えられた。
・「伝統の継承」「伝統文化の尊重」「郷土を愛するこ
と」が教育基本法の改正（平成18年12月施行）により盛り
込まれた。

・文化芸術振興基本法制定（平成13年2月）を機に区民
の文化芸術に対する関心が高まっており、伝統文化や芸
術文化を知ることや参加する機会を一層求める。
・人口構成の割合が高い団塊世代を中心に、ライフスタ
イルの選択肢として、こころの豊かさやゆとりのある生
活をより求めるようになる。

・「区に長く住んでいるが地元のことをよく知らない」、
「引越してきたばかりで江東区を知りたい」と高い定住意
向とともに身近な区の歴史や文化に関心が向けられてい
る。
・質の高い芸術鑑賞を求める区民の需要は根強くあり、ま
た、自ら演じる参加型の文化芸術活動を求める機運も徐々
に出ている。
・多様なジャンルの芸術鑑賞の機会の提供が求められてき
ている。

・伝統文化や芸術文化を知る機会や親しむ機会の提供と
支援が求められるようになる。
・区民が自らの世界を広げ自らの人生を豊かにするた
め、ゆとりの時間を地域の歴史や伝統文化、芸術文化に
意識や関心が向けられてくる。
・多様なジャンルの芸術鑑賞の機会の提供とともに、区
民が主体的に参加する文化芸術活動の比率が増えてくる
ことが予想される。
・芸術文化を楽しむ機会の充実や新しい地域文化を生み
出す環境づくりが求められている。

今後５年間の予測（このままだとどうなるか）

今後５年間の予測（このままだとどうなるか）５年前から現在まで

芸術文化団体の活動を支援するとともに、区民ニーズに合った芸術文化事業を
企画、誘致します。また、プロによるアマチュア指導の機会を設けるなど、区
民が芸術文化活動に親しめるさまざまな取り組みを行います。

③新しい地域文化の創造と参加促
進

さまざまなアーティストの活動を支援することにより、個性豊かな地域文化の
創出を支援します。また、新しい地域文化の発信を支援し、区民の参加を促進
します。

①伝統文化の保存と継承

文化財や伝統文化を保護・保存するとともに、講習会の開催や小中学校の授業
に取り入れるなど、伝統文化の継承に取り組みます。さらに、文化財ガイドの
育成や伝統文化を伝える施設の改善などを行い、区民が伝統文化に親しむ環境
を整備します。

②芸術文化活動への支援と啓発



現状値 目標値 指標
２１年度 ２６年度 担当課

71 ％ 41.5 40.2 50
文化
観光課

72 ％ 57.8 52.1 65
文化
観光課

73 件 63,534
(20年度)

66,000
文化
観光課

５　施策コストの状況

６　一次評価≪主管部長による評価≫

　(1)　施策における現状と課題

　(2)　今後５年間の施策の取り組みの方向性

２４年度予算

51,149千円人件費

◆文化財の次世代への継承は、現在の保護・保存活動にかかっているが、これらの活動を行政のみで行うことには大
きな制約がある。今までの文化財行政では文化財講習会を通じて数多くの区民と協力関係を築き保護活動を進めて来
た経緯がある。他区と比べて格段に多い文化財を継承していくためには、講習会の持続とさらに多くの区民と強固な
信頼関係を持ち続け協働体制を強化していく。また、文化財ガイド員と観光ガイド員を（仮称）江東区文化観光ガイ
ドに１本化し、ガイド員活動をさらに充実していく。◆多彩なジャンルの芸術文化を提供するとともに、区内アー
ティスト及び芸術提携2団体等との連携を強化し、江東区ならではの新たな地域文化として、例えば「江東ユースジャ
ズフェスティバル、江東真夏の第九、ジュニアバレエ団、ジュニアオーケストラ、少年少女合唱団｣等区民参加型の芸
術文化を育成していく。また、バレエとオーケストラという他にはない芸術提携の強みを活かして、「オーケストラ
withバレエ」のような質の高いユニークな取り組みや、プロアーティストとの協働・連携による質の高い区民参加型の
芸術文化をアピールし、江東公会堂の存在価値を高めていく。

◆本区は震災、戦災により壊滅的被害を受け貴重な文化財を数多く失った。昭和55年に文化財保護条例を制定し、文
化財をできる限り広範囲に捉え、それを台帳に登録する制度を採用し、平成22年度末で文化財登録数が1055件となっ
た。これらの文化財を6名の文化財専門員を中心に保存、保護活動を進めているが、専門家だけでは一定の限界が見ら
れる。また、初期の登録では広く捕捉したことによる登録台帳の不備も散見しており、台帳の整備とともに次世代へ
の文化財の継承方策が早急の課題となっている。◆年間約100本に及ぶバレエ、クラシック、ジャズ、ポップス、落語
など多彩なジャンルの公演を提供し、区民の多様なジャンルの芸術鑑賞の要望に応えるとともに、事業協力という形
で区内アマチュア芸術文化団体の活動支援を行っている。経費的にも、共催の運営形態をとることにより実質的な経
費の支出を抑えている。新たな地域文化の創造については、「江東のくるみ｣と称されまもなく25回目を迎えた「くる
み割り人形｣のような、区芸術提携団体との連携による取り組みに力を入れている。今後の課題としては、「江東の」
と称されるような区民参加型の質の高い文化芸術を芸術提携団体に限らず区内アーティスト等との連携も含めて創造
していく必要がある。また、江東区の芸術文化の殿堂としての江東公会堂の対外的な認知度を高める取り組みを行う
必要がある。

1,349,326千円

30,840千円

1,228,010千円

28,384千円

事業費

２３年度予算
716,413千円

665,264千円

トータルコスト

２２年度予算
1,380,166千円

２２年度決算（速報値）

1,256,394千円

２３年度 ２４年度単位 ２５年度 ２６年度４　施策実現に関する指標 ２２年度

芸術文化活動団体の施設利用件数

この１年間に美術・音楽・演劇等に接
した区民の割合

文化財や伝統文化が保存・活用されて
いると思う区民の割合



施策番号 17 施策名

担当班 2 委員名

施策の総合評価（今後の方向性）

外　部　評　価　シ　ー　ト

施策の目標に対して、成果は上がっているか

その他
（改善点等）

コミュニティの活性化

区民ニーズ・社会状況に対応した取り組みを展開しているか

区民との協働、国・都・民間団体等との役割分担は適切か



施策番号 20 施策名

担当班 2 委員名

区民ニーズ・社会状況に対応した取り組みを展開しているか

区民との協働、国・都・民間団体等との役割分担は適切か

施策の総合評価（今後の方向性）

外　部　評　価　シ　ー　ト

施策の目標に対して、成果は上がっているか

その他
（改善点等）

文化の彩り豊かな地域づくり


